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向は，それが急激な変化であっても繰り返しに
しかすぎないように見えることもある。しかし
近代的流通の成立から半世紀近くを経て，転換
期は確実に訪れた。バブル経済崩壊後の日本経
済は右肩下がりの特徴を明確にし，これに呼応
する流通業の行動転換が現れた。
　とりわけ最も川下に位置する小売商業におい
てその特徴は明らかである。その戦略行動転換
の１つが，消費者の購買行動の変化に対応する
ために小売商業が採用した小商圏対応戦略であ
り，これは新たな立地戦略と業態の再建にまで
及ぶ内容を持つ。
　本稿で検討したように，商圏の縮小は社会と
経済の転換を背景にして進行しており，これに
よって小売商業の立地と業態に関する戦略転換
が誘発されているのである。それゆえ，小売商
業が自由に行動するだけでは，また行政が改正
まちづくり３法による出店規制に頼るだけで
は，ますます商圏が縮小させられてしまう。さ
らに縮小させられた商圏の中では様々な業態が
混在するばかりでワンストップ性を特長とする
街が再生されるとは思えない。停滞する社会，
マイナス成長経済，中心市街地の衰退などに対
処するには，高齢化や人口減および所得の減少
などによって規定される現実的なライフスタイ
ルに貢献できる小商圏対応の商業施設を提供す
ることが必要である。そのためには地方行政が
地権者から取得した用地を活用することなどが
現実的な手立てとして重視されるべきである。
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